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サステナビリティ開示基準の国際的な動向と日本からの働きかけ

 2021年11月3日、国際会計基準財団（IFRS財団）は、「国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）」の設置を公表。
IFRS財団の拠点について、官民一体で積極的に働きかけ、東京の拠点継続が決定

 IFRS財団は、サステナビリティ開示基準について、プロトタイプを公表済み（2021年11月3日）。本年前半に気候変
動開示基準の意見募集を実施し、年内にも最終化。その後、他のサステナビリティの開示基準を検討。日本からは、
「サステナビリティ基準委員会」が国内の意見をまとめ、意見発信

金融担当大臣書簡（2021年11月26日）

評議員会議長と副大臣の面会

• 官民での人材面・資金面での貢献
• 東京の拠点活用

財務会計基準機構
（※国内の会計基準開発等を行う公益財団法人）

企業会計
基準委員会

サステナビリティ
基準委員会

経団連提言（2021年11月16日）

• 基準開発への積極的貢献
• 我が国の意見の積極的な国際発信

意
見
発
信

新設
（2021年12月設置公表）

エマニュエル・
ファベール氏（仏）
（元ダノンCEO）

国際会計基準
審議会（IASB）

国際サステナビリティ
基準審議会（ISSB）

評議員会

新設（2021年11月3日設置公表）

拠点 メンバー

ロンドン
フランク
フルト サンフラ

ンシスコ

モントリ
オール

北京 東京

（協議を継続）

国際的な動向 日本からの働きかけ
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※他のメンバー（最大12名）
は、現在選定中

議長 副議長

スー・ロイド氏
（ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ）
（前IASB副議長）
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（出所）IFRS財団ホームページ（Technical Readiness Working Group）（2021年11月3日公表）より金融庁作成

IFRS財団によるサステナビリティ開示基準策定の方向性

 2021年11月3日、IFRS財団の技術的準備ワーキンググループ（TRWG）は、ISSBによる基準策定や戦略

に関する提言の全体像を提示。また、基準策定に関する提言の一部として、気候関連開示と全般的な開示
要求事項のプロトタイプを公表

全般的な開示要求
事項プロトタイプ
（11/3公表）

気候関連開示
プロトタイプ
（11/3公表）

• 企業の気候関連のリスクと機会に関する情報を開示するための要件を設定
• TCFD提言の4本の柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に沿った開示要件の他、「指標と
目標」に関しては業種横断指標及び業種別指標に基づく開示要件を設定

• 気候変動に限らず、投資家にとって重要な全てのサステナビリティ情報を開示するための全般的な要
件を設定 （例）重要性の判断、開示場所に関する要件等

概念ガイドライン

基準の全体像

基準設定アジェンダ

デュープロセス

デジタイゼーション戦略

IASBとISSBの接続性

ISSBに対する提言

基
準
策
定
に
関
す
る
事
項

戦
略
に
関
す
る
事
項

• ISSBのデジタル財務報告戦略やステークホルダーのデジタル経験を踏まえた提言

• IFRS会計基準とサステナビリティ開示基準の首尾一貫した関係性を確保するための対応

• ISSBのワークプラン、及び気候変動以外のサステナビリティ項目に関するアジェンダ協議についての
提言（人的資本、水、生物多様性と生態系を例示）

• ISSBが今後策定する基準は、全般的な要求事項、テーマ別基準、業種別基準の3つから構成され、
TCFD提言の4本の柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）をベースとする

• サステナビリティ開示における諸概念（重要性など）に関するガイドラインの検討

1

2

3

4

5

6

7

8

概要

• ISSBの移行期及び安定期の両方におけるデュープロセスの要件の検討
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（注1）SASB（サステナビリティ会計基準審議会：サステナビリティに係る課題が企業財務にもたらす影響を投資家等に報告するための枠組み。11のセクター、77の業種別に開示項目及びKPIを設定）、CDSB（気候変動開
示基準審議会：気候変動を含む環境が企業に与える影響を投資家等に報告するための枠組み）、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース：気候変動の影響が企業財務にもたらすリスクと機会を投資家等に報
告するための枠組み）

（注2）全般的な開示要求事項プロトタイプでは、一般目的財務報告は「既存および潜在的な投資家、貸し手、およびその他の債権者が企業への資金提供に関する決定を行う際に有用な、報告企業に関する財務情報を提供
する。企業の一般目的財務諸表およびサステナビリティ関連財務開示を含むが、これらに限定されない」と定義されている

（注3）「経営者による説明」は、企業の財務業績及び財政状態に影響を与えた諸要因並びに企業が将来において価値を創出しキャッシュ・フローを生み出す能力に影響を与える可能性のある諸要因についての経営者の洞
察を提供する、企業の財務諸表を補完する報告のこと。諸外国では、「経営者による検討及び分析（MD&A）、経営及び財務のレビュー（OFR）、戦略報告書（Strategic Report）」など様々な呼び方がある。

（出所）IFRS財団「General Requirements for Disclosure of Sustainability-related Financial Information Prototype」（2021年11月3日公表）、日本公認会計士協会及び会計教育研修機構主催IFRSセミナー「IFRS基準
を巡る最新動向」（2021年12月17日）Sue Lloyd氏プレゼン資料より、金融庁作成

IFRS財団のサステナビリティ開示基準のプロトタイプ（サステナビリティ全般）

 全般的な開示要求事項のプロトタイプ（基準の原型）では、気候変動に限らず、投資家にとって重要な全て
のサステナビリティ情報を開示するための全般的な要件を設定

全般的な開示要求事項のプロトタイプの主なポイント

 重要性

• 主要な利用者（投資家・貸し手・その他債権者）の企業価値に関する評価にとって重要な、全てのサステ
ナビリティ関連財務情報の開示を要求

• 重要性に関する定量的な閾値は設けず、経営者に対し重要性の判断を要求

 4つの柱による開示
• 各サステナビリティ項目は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の4つの側面から開示
を要求

 他の基準の使用
• サステナビリティ事項に適用される特定のISSB基準が存在しない場合は、全般的な開示要求事項や他
のISSB基準の関連する要件等（※）を考慮して企業が判断することを要求
（※）他の基準設定組織（SASB、CDSB、TCFD等）（注1）が公表している基準やガイダンスも含まれ得るとの記載あり

 開示場所

• サステナビリティ関連財務情報は、一般目的財務報告（注2）の一部として開示することを要求、ただし特
定の開示場所は指定せず。開示場所の一つとして「経営者による説明」（注3）も可能である旨規定
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（出所） IFRS財団「General Requirements for Disclosure of Sustainability-related Financial Information Prototype」（2021年11月3日公表） 、内閣官房非財務情報可視化研究会第2回（2022年3月7日）資料1：基礎資
料より、金融庁作成

IFRS財団のマテリアリティの考え方

 全般的な開示要求事項プロトタイプでは、付録において「マテリアリティの実施に関するガイダンス」を提供

 企業開示は①幅広いマルチステークホルダー向けのサステナビリティ報告、②サステナビリティ関連の財務
情報開示、③財務報告、の3層に整理できるとした上で、企業が開示すべきサステナビリティ項目の範囲は、
3層間で重複するとしている

（参考）全般的な開示要求事項のプロトタイプにおける重要性の要件
 重要性がある情報には、(a) 企業の将来キャッシュフローに影響を与えることが合理的に予想される場合は社会及び環境に対する企業の影響、

(b) 企業の将来キャッシュフローに影響を与える可能性は低いが潜在的な影響は大きいと考えられる事象、が含まれるがこれらに限定されない

 重要性は、その情報が持つ性質や影響度合いによって企業ごとに異なるため、重要性に関する定量的な閾値の設定や、特定の状況における重要性を
あらかじめ定めない

 企業の状況における重要なサステナビリティリスクと機会を特定するため、経営者に対し重要性の判断を要求

サステナビリティ報告（幅広いマルチステークホルダーにフォーカスする）
人、環境、経済に対して重大なプラス又はマイナスの影響を及ぼす全てのサステナビリティ事項に関する報告

サステナビリティ関連の財務情報開示（投資者にフォーカスする）

短期、中期、長期にわたって企業価値に合理的に生み出したり、損なう可能性のあるサステ
ナビリティ関連の事項について報告

財務報告（投資者にフォーカスする）
財務諸表の数値に反映される

3

2

1

企業開示の3層構造

Ⅰ



（出所）日本公認会計士協会及び会計教育研修機構主催IFRSセミナー「IASBとISSBのコネクティビティ」（2021年12月17日）Sue Lloyd氏プレゼン資料より、金融庁作成

ISSBの基準策定の構造

 ISSBが策定する基準は、3つの要素（全般的な要求事項、テーマ、業種）から構成され、全ての基準は
TCFD提言の4本の柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）をベースとすることが提案されている

ISSB基準の構造

全般的な要求事項（表示基準）

（全般的なサステナビリティ開示要求事項）

テーマ別基準

（最初は気候基準）

業種別基準

（業種固有の開示）

ガ
バ
ナ
ン
ス

戦
略

リ
ス
ク
管
理

指
標
と
目
標

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

サステナビリティのリスクと
機会を企業内で監督する機
関と経営者の役割の説明

サステナビリティのリスクと
機会に対応するための戦略
を理解するための情報

サステナビリティのリスクが
どのように識別、評価、管理、
及び軽減されたかに関する
情報

企業がどのように重大なサ
ステナビリティリスクと機会
を測定、管理しているかを理
解するための情報

（参考）4つの柱の概要

Ⅰ
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（出所）IFRS財団「Climate-related Disclosure Prototype」（2021年11月3日公表）より金融庁作成

IFRS財団のサステナビリティ開示基準のプロトタイプ（気候関連開示①）

 気候関連開示プロトタイプ（基準の原型）では、TCFDの4つの柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目
標）に基づき、TCFDの開示要件を詳細化あるいは追加した形で設定している

目的

スコープ（物理的及び移行リス
クと機会）

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標

適用日（未定、早期適用可）

〔付録A〕 定義

〔付録B〕 業種別指標

- 7 -

プロトタイプの構成 主な開示要件

【ガバナンス】
 気候関連のリスクと機会を監督する監視機関と経営者の役割の説明に関する情報

【戦略】
 気候関連のリスクと機会を識別し、それらがビジネスモデルや戦略等に与える影響、
戦略のレジリエンスに関する分析（シナリオ分析）に関する情報

【リスク管理】
 気候関連リスクがどのように識別、評価、管理、及び軽減されているかに関する情報

【指標と目標】
 重大な気候関連リスクと機会の管理に関する企業の実績を理解するための情報

• 業種横断指標

• 業種別指標（〔付録B〕で詳細規定）

• 気候関連リスクの軽減、当該リスクへの適応、又は気候関連の機会の最大化
のために経営者が設定した目標

• 目標への達成状況を測定するため、取締役会や経営者が利用しているその他
業績評価指標（KPI）

Ⅰ



（注）Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出、Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出、Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）
（出所）IFRS財団公表資料（2021年11月3日）より金融庁作成

IFRS財団のサステナビリティ開示基準のプロトタイプ（気候関連開示②）

 気候関連開示プロトタイプでは、シナリオ分析が求められ、業種横断指標、業種別指標が示されている

業種横断指標

 温室効果ガス（GHG）排出量について、以下の開示を求めている

 GHGプロトコルに基づく、Scope1、2及び3（注）の排出量

 Scope 3に関しては、どのような活動に伴う排出量が開示されているか
の説明

業種別指標

 68の業種ごとの指標の開示を求めている。合わせて、計算・記載方法をま
とめた581ページの補足資料を公表

 今後、ISSBは、業種横断指標と業種別指標との関係性に関するガイダン
スを検討

ガ
バ
ナ
ン
ス

気候関連のリスクと機会
を企業内で監督する機
関と経営者の役割の説
明

戦
略

気候関連のリスクと機会
に対応するための戦略
を理解するための情報

リ
ス
ク
管
理

気候関連のリスクがどの
ように識別、評価、管理、
及び軽減されたかに関
する情報

指
標
と
目
標

重大な気候関連リスクと
機会の管理に関する企
業の実績を理解するた
めの情報

プロトタイプの構成
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留意すべき事項

シナリオ分析

 気候関連リスクに対する戦略のレジリエンスの分析の開示を求めている

 分析がどのように行われたか（複数シナリオ使用の有無、使用されたシ
ナリオが戦略のレジリエンスの評価とどう関連しているか）

 分析の結果（資産や投資の再配分、低炭素代替への投資）

Ⅰ
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（注）欧州委員会が公表した企業サステナビリティ報告指令（CSRD）案では、2023年1月1日以降開始する事業年度から適用開始とされていたが、EU理事会からは、適用時期を1年後ろ倒しにすることが提案されている
（出所）各種ホームページ（IFRS財団、EFRAG、SEC、SSBJ、EU理事会）を基に金融庁作成

国際的なサステナビリティ開示の検討スケジュール

 ISSBは気候関連開示基準を本年中にも最終化予定。米国は気候関連開示規則案を公表

日
本

国
際

下半期 上半期 下半期

E

U

米
国

ISSB

設置
公表

ISSBへの意見発信等

2023年以降

気候関連開示基準の
公開草案公表予定

基準最終化

ISSBアジェンダ
協議の実施予定

（気候以外のESG要素
への作業拡大を検討）

市中協議等

SSBJ/SSBJ

設立準備委
員会の設置
公表

SSBJ

正式
発足

SSBJ

設立準
備委員
会発足

2022年

・ISSBへの意見発信
・ISSB基準を踏まえた
国内基準の開発等

欧州サステナビリ
ティ報告基準案（気
候等）の提案を予定

（欧州財務報告諮問
グループ（EFRAG））

気候関連
開示規則
案公表

証券監督者国際機構
（IOSCO）が2022年
内にエンドースを
検討予定

2021年

基準
採択
予定

（欧州委員会（EC））

（証券取引委員会（SEC））
気候関連開示ルールの見直し案に
関する意見募集（21年3月～6月）

結果を踏まえ分析

将来的に法定
開示制度への
取り込みを検討

企業サステナビリティ報告指令（CSRD）案
（21年4月公表）に基づき基準策定

（現在）

2024年1月1日
より適用開始
予定（注）

Ⅰ

当
局

I

S

S

B

S

S

B

J

2023会計年度よ
り適用開始予定市中協議を経て最終化
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（注１）実務記述書第1号「経営者による説明（マネジメントコメンタリー）」は、企業の現在の財務業績や財政状態、価値創造や将来キャッシュ・フローに影響を与える事項に関して、経営者による説明を通じて利用者に洞察を
与えることを目的として、IASB（国際会計基準審議会）が2010年に公表。昨今の環境や社会等のサステナビリティに関わる事項に対する関心の高まりに伴い、投資家や債権者による情報ニーズが変化したことに対
応すべく、2021年に改訂公開草案を公表。なお、実務記述書は、IFRS基準と異なり、適用が義務付けられているものではない

（注２）実務記述書第2号「重要性の判断の行使」は、企業がIFRS財務諸表の作成における重要性の判断に役立つためのガイダンスとして、 IASB（国際会計基準審議会）が2017年に公表
（出所）FRC「Technical Readiness Working Group (TRWG) Sustainability Disclosure Prototype」（2022年2月9日公表）

［参考］英・FRCのIFRS財団プロトタイプへのコメント

 2022年2月9日、英財務報告評議会（FRC）は、IFRS財団のサステナビリティ開示基準プロトタイプに対する
予備的見解を公表。ISSBによる国際基準の策定及び当該基準の英国内での採用を強く支持する旨表明

基準の
構造

ヒエラル
キー

TCFDの
4本柱

重要性

インパクト

ガバナンス

 IFRS財団の技術的準備ワーキンググループ（TRWG）が提言している基準の構造（全般的な要求事項、テーマ別基準、業種
別基準の3つから構成）を示すことは重要と指摘。

 その上で、財務と非財務事項をカバーする定性的な報告に関する包括的な枠組みである「経営者による説明」（注１）、サステナ
ビリティ報告に関する概念フレームワーク、中小企業向け基準の開発等を提案。

 サステナビリティ事項について特定の基準がない場合の作成者向けのガイドとして、会計基準（IAS8号「会計方針、会計上の
見積もりおよび誤謬」）と同様の規定をISSB基準に入れることを提案。これにより、暫定措置として既存の非財務報告の枠組
みを活用することが可能となる旨指摘。

 4つの柱（ガバナンス、リスク管理、戦略、指標と目標）は重要としつつ、ビジネスモデルの文脈でサステナビリティが語られるこ
とをより強調するため、「経営者による説明」（注１）との関連付けを提案。

 また、各基準で4つの柱が繰り返されることによる重複を懸念。全てのISSB基準に対し4つの柱が適切かどうか協議を推奨。

 会計基準における重要性の原則をISSB基準適用することを支持。ただし、サステナビリティ情報への重要性の適用に関する
新たな実務記述書を策定することを提案。

 サステナビリティ情報が定性的・主観的な性質を有することから、企業が更なる実務的なガイダンスを必要とする可能性を指摘。

 サステナビリティ基準の原則を開発する際、 「社会と環境への影響」に関する報告は、企業価値創造又はキャッシュフロー創
出能力に影響を与える、あるいは投資判断に影響を与える範囲内においてである旨、十分に強調される必要がある点を指摘。

 ガバナンスはサステナビリティ報告の重要な要素であり、ISSB基準のスコープにどの程度ガバナンス報告を入れるべきか議
論すべきと指摘。

 また、英国含め多くの国でコーポレートガバナンス・コードが定められており、国際的な整合性が図られている点を考慮し、
ISSB基準と各国要件との不一致を避けるため、相互作用を検討する必要があると指摘。

項目 予備的見解の主な内容

Ⅰ



米国による気候関連開示規則案の概要①

 2022年3月21日、米国証券取引委員会（SEC）は、気候関連開示を義務化する内容の規則案を公表し、市
中協議を開始（コメント期限5月20日）。規則最終化を経た後、企業規模に応じて、早ければ2023会計年度
から段階的に適用開始予定

規則案の概要

対象企業

開示媒体

開示内容

全てのSEC登録企業（内国及び外国を含む）

年次報告書（内国公開企業（Form 10-K）や外国公開企業（Form 20-F）を含む）

証券登録届出書（Form S-1）

• 「気候関連開示」のセクションを別途設けるよう要求

財務諸表以外の「気候関連開示」セクションにおいて、以下の開示を要求（ TCFD提言の4つの柱（ガバナン
ス、戦略、リスク管理、指標と目標）に類似）

• 取締役会と経営者による気候関連リスクの監督

• 気候関連リスクが、企業の戦略、ビジネスモデル、見通しに与える影響

• 気候関連リスクを識別、評価、管理するプロセス、及び企業の総合的リスク管理に統合されているかどうか

• リスク管理の一部として移行計画を採用している場合は、当該計画の説明（物理・移行リスクを特定、管理
するための指標と目標を含む）

• シナリオ分析を行っている場合は使用したシナリオ、前提、予想される主要な財務的影響

• 温室効果ガス（GHG）排出量のScope1・2。Scope3（注1）は重要な場合又は目標を設定している場合 等

※将来予測情報及びScope3の開示については、いわゆるセーフハーバールール（注２）を適用

財務諸表の注記（note）において、気候変動に関する財務影響指標、支出指標、財務的な見積りと仮定の開
示を要求

（注1）Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出、Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出、Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）
（注2）発行体の開示書類等における将来予測に関する記述について、発行体が誤解を生じさせることを知って記載したことなどを原告が立証できない場合、発行体の民事責任が免除されるという証券法上のルール
（出所）米国証券取引委員会「SEC Proposes Rules to Enhance and Standardize Climate-Related Disclosures for Investors」（2022年3月21日）

Ⅰ
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米国による気候関連開示規則案の概要②

適用開始
時期

（注1）大規模早期提出会社は、事業年度末において、以下のすべての要件を満たす会社：①議決権付株式及び無議決権株式につき、直近第2四半期の最終営業日において、世界規模の時価総額が700百万ドル以上（関
連会社以外が保有するものに限る）、② 12ヶ月以上、証券取引所法第13条(a)又は第15条(d)に基づく開示義務の対象となっていること、③1回以上、証券取引所法第13条(a)又は第15条(d)に基づく年次報告書を提
出していること、④小規模報告会社の特例の適用対象外であること

（注2）早期提出会社は、事業年度末において、以下のすべての要件を満たす会社：①議決権付株式及び無議決権株式につき、直近第2四半期の最終営業日において、世界規模の時価総額が75百万ドル以上700百万ド
ル未満（関連会社以外が保有するものに限る）、②大規模早期提出会社に適用される上記要件のうち②③④

（注3）非早期提出会社は、大規模早期提出会社及び早期提出会社の要件を満たさない企業
（注4）小規模報告会社は、①浮動株時価総額が250百万ドル未満、あるいは②直近の事業年度の収益が100百万ドル未満かつ株式非公開、もしくは直近の事業年度の収益が100百万ドル未満で浮動株時価総額が700百

万ドル未満の企業
（出所）米国証券取引委員会「SEC Proposes Rules to Enhance and Standardize Climate-Related Disclosures for Investors」（2022年3月21日公表）

保証

一部のSEC登録企業に対し、GHG排出量のScope1・2に関し段階的に保証を求める（ただしScope3は対象外）

• 大規模早期提出会社（注1）：2024会計年度から限定的保証、2026会計年度から合理的保証を導入

• 早期提出会社（注2）・非早期提出会社（注3）：2025会計年度から限定的保証、2027会計年度から合理的保証を
導入

保証提供者には独立性ルール（財務諸表監査におけるルールと類似のもの）、及び保証基準の適用を求める

企業の規模に応じて段階的に適用予定

規則案の概要（続き）

登録企業のタイプ
全ての開示要件

（Scope1・2含むが、
Scope3は除く）

Scope3の開示 Scope1・2の保証

大規模早期提出会社 2023会計年度 2024会計年度
限定的保証：2024会計年度
合理的保証：2026会計年度

早期提出会社
非早期提出会社

2024会計年度 2025会計年度
限定的保証：2025会計年度
合理的保証：2027会計年度

小規模報告会社（注4） 2025会計年度 - -

Ⅰ
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ディスクロージャーWG第3回会合の議論

 ディスクロージャーWG第3回会合では、有価証券報告書における「サステナビリティ情報の記載欄」の新設を議論

 将来的には、「サステナビリティ基準委員会」が検討した開示の個別項目を有価証券報告書の「サステナビリティ情
報の記載欄」に取り込むことを検討

有価証券報告書

（当初の開示項目）

• 「ガバナンス」、「リスク管理」

• 「戦略」、「指標・目標」は各企業が

重要性を踏まえ判断

※「経営方針」や「事業等のリスク」の記載欄と

相互参照可

我が国における
サステナビリティ
開示の個別項目

意見
発信

ISSB基準を踏まえた検討

将来的に取り込み

段階的な適用
も考えられる

ISSB基準
（年内にも最終化）

サステナビリティ
基準委員会

※投資家の投資判断に
必要な情報を記載

サステナビリティに関する考え方、取組み

新設
国際サステナビリティ
基準審議会（ISSB）

（日本）（グローバル）

- 13 -

新設 新設
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（出所）財務会計基準機構プレスリリース（2021年12月20日公表）

［参考］サステナビリティ基準委員会の設立公表

 2021年12月20日、財務会計基準機構はサステナビリティ基準委員会の設立を公表。本年1月、SSBJ設立
準備委員会が設置され、これまでに4回会合を開催

第3回会合
の意見

 ISSBの基準を待つのではなく、日本もISSBの活動にコミットしていくべき。
 国際基準策定への意見発信や、我が国におけるサステナビリティ開示の個別項目の検討を担う体制整備
が重要。民間における取組みを支援していく必要。

 ISSBのマルチロケーションアプローチについても、日本として対応を考えるべき。

サステナビリティ基準委員会（SSBJ）の設立及びSSBJ設立準備委員会の設置について
当財団は、12月17日に開催した理事会において、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）の設立を決議し、また、SSBJ設立準備委員会の設置並びに
SSBJ設立準備委員会の委員及び委員長の選任を決議いたしましたので、お知らせいたします。

Ⅰ

サステナビリティ基準委員会の概要
・設立時期：2022年7月1日
・目的： 1） 国内のサステナビリティ開示基準の開発

2） 国際的なサステナビリティ開示基準の開発への貢献
・委員数等：委員数：15名（うち、委員長1名）以内

常勤委員数：8名以内

国際的なサステナビリティ開示基準に関する議論が急速に進
んでいる状況に鑑み、これに適時に対応するため、当財団は、
定款第65条の2に定める「その他の委員会」の1つとして、
SSBJ設立準備委員会の設置を決議し、また、定款第65条の2

第2項の規定に基づき、SSBJ設立準備委員会の委員及び委員
長の選任を決議いたしました。

SSBJ設立準備委員会の概要
・設立時期：2022年1月1日
・目的：サステナビリティ基準委員会（SSBJ)が設立されるま

での間の国際的なサステナビリティ開示基準の開発
への貢献

・委員数：15名以内

IFRS財団は、国際的なサステナビリティ開示基準の開発を目的とする「国際サス
テナビリティ基準審議会（International Sustainability Standards Board; ISSB）を
設置することを2021年11月に公表しました。わが国においても、国際的なサステナ
ビリティ開示基準の開発に対して意見発信を行うことや国内基準の開発を行うた
めの体制整備が必要との見解が市場関係者より示されているところです。
このような状況を踏まえ、当財団は、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）の設立
を決議いたしました。

1．サステナビリティ基準委員会（SSBJ）の設立 2．SSBJ設立準備委員会の設置

※これまでに4回会合を開催 （第1回：2月3日、第2回：2月17日、
第3回：3月1日、第4回：3月15日）
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第2回・第3回ディスクロージャーWGにおける意見（サステナビリティ全般）

 有価証券報告書における開示の重要性については、「投資家の投資判断にとって重要な情報か否か」、
「企業価値への影響」で判断するのがよく、シングルマテリアリティ、ダブルマテリアリティという二元論に
囚われない方がよい。

 企業における重要性の判断では、企業におけるマテリアリティの特定が前提となることを明確にすべき。
また、重要な項目であれば、開示する必要があるということを徹底すべき。

重要性の
考え方

開示充実の
方向性

（サステナビリティ情報の「記載欄」に関する意見）

 サステナビリティ情報については、有価証券報告書の中に「記載欄」を設け、開示を求めるべき。「記載欄」
で開示することは、明瞭性、簡潔性、比較可能性の確保の観点から有用。

 サステナビリティを巡る課題は経営課題であるため、有報の既存の「経営方針等」の欄で開示し、指標や詳
細な項目は、サステナビリティ情報の「記載欄」で開示することも考えられる。

 開示項目を超えて相互参照可能とすることも考えられる。

（「ガバナンス」「リスク管理」「戦略」「指標と目標」の開示に関する意見）

 サステナビリティ開示について、「ガバナンス」と「リスク管理」の開示を求め、「戦略」と「指標と目標」につい
ては、企業にとってマテリアルな場合に開示を求めるべき。

 気候変動以外については、「ガバナンス」と「リスク管理」に加えて「戦略」の開示を求め、「指標と目標」につ
いてのみ、企業にとってマテリアルな場合に開示を求めるべき。

（その他）

 日本企業の取組みが、国際的に比較可能な形で開示されることが重要。TCFDやISSBなどのグローバル
な枠組みを参考にした開示を期待したい。

 開示を支援するガイダンスの作成といった取組みも考えられる。

 ISSBの基準策定を待たず、早期に開示するといった前向きな企業を止めないということを示すことも重要。

開示充実の
方向性

Ⅰ
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有価証券報告書の記載事項と「サステナビリティ情報の記載欄」の新設

 「サステナビリティ情報の記載欄」では、現在の有価証券報告書において開示されうるサステナビリティ情報
を集約するとともに、相互参照を可能とすることが考えられる

有価証券報告書（企業情報）の構成

第1 企業の概況

第2 事業の状況

第3 設備の状況

第4 提出会社
の状況

第5 経理の状況

第6 提出会社の
株式事務の概要

第7 提出会社の
参考情報

従業員の状況

経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

事業等のリスク

MD&A

研究開発活動

コーポレートガバナンスの概要

役員の状況

（当初の開示項目）

• 「ガバナンス」、「リスク管理」

• 「戦略」、「指標・目標」は各企業が
重要性を踏まえ判断

サステナビリティに関する考え方、取組み

新設

参照可

サステナ
ビリティ情報

サステナ
ビリティ情報

サステナ
ビリティ情報

サステナ
ビリティ情報

サステナ
ビリティ情報

サステナ
ビリティ情報

サステナ
ビリティ情報

情報を集約・
相互参照

任意開示書類

サステナビリティ報告書
統合報告書等【案2】

「第4提出会社の状況」と
「第5 経理の状況」の間に新設

【案1】
「第2事業の状況」の中に新設

Ⅰ
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（出所）金融庁「記述情報の開示に関する原則」（2019年3月）

有価証券報告書の開示の考え方①（開示における重要性）

 投資家の投資判断における重要性は、企業の業態や経営環境等によって様々であり、記述情報の開示に
当たっては、各企業において、企業価値や業績等に与える重要性に応じて判断することが求められる

Ⅰ.総論

2. 記述情報の開示に共通する事項

【重要な情報の開示】

2-2. 記述情報の開示については、各企業において、重要性（マテリアリティ）という評価軸を持つことが求められる。

（考え方）

 記述情報の開示の重要性は、投資家の投資判断にとって重要か否かにより判断すべきと考えられる。また、
取締役会や経営会議における議論の適切な反映が重要である記述情報の役割を踏まえると、投資家の投資
判断に重要か否かの判断に当たっては、経営者の視点による経営上の重要性も考慮した多角的な検討を行う
ことが重要と考えられる。

 有価証券報告書においては、投資家の投資判断に重要な情報が過不足なく提供される必要があるが、投資家
の投資判断における重要性は、企業の業態や企業が置かれた時々の経営環境等によって様々であると考え
られる。

 このため、記述情報の開示に当たっては、各企業において、個々の課題、事象等が自らの企業価値や業績等
に与える重要性（マテリアリティ）に応じて、各課題、事象等についての説明の順序、濃淡等を判断することが
求められる。

記述情報
の開示に
関する
原則

Ⅰ
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有価証券報告書の開示の考え方②（将来情報に関する記載と提出後の事情変化）

 有価証券報告書における将来情報に関する記載については、金融庁より、提出後の事情の変化をもって虚
偽記載の責任を問われるものではないと考えられるとの見解を公表

2019年1月の開示府令改正
パブリックコメントの概要とこれに対する回答（抜粋）

●寄せられたコメントの概要：

「事業等のリスク」について、発行者の提出時の認識に基づいて記載をしたが、結果が異なった場合（例えば、当該リス

クが顕在化する可能性の程度が低いと記載していたにもかかわらず、当該リスクが顕在化した場合等）、虚偽記載、不

完全な記載又は誤解を生じさせる記載があった場合にはならないという理解でよいか

〇金融庁の考え方（抜粋）

提出日現在において、経営者が企業の経営成績等の状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクについて、一般に合理的と考えられる範囲で具体的な説明がされていた場合、提出後に事情が変化したことをもっ

て、虚偽記載の責任を問われるものではないと考えられます

これまでのディスクロージャーWGで出された意見

• リスクにおける将来情報の虚偽記載について、金融庁から示された考え方は非常に有用だが、この考え方が十分
に広まっていない。また、この考え方は抽象的であり、「一般に合理的と考えられる範囲で具体的な説明がなされ
ていた場合」や、「合理的と考えられる」というための要素について、考え方の整理やガイダンス、例示等が、今後
求められるのではないか

Ⅰ



目次
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岸田総理大臣施政方針演説（抄）（2022年1月17日）

三 新しい資本主義

成長と分配の好循環による持続可能な経済を実現する要となるのが、分配戦略です。

（人への投資）

第二に、「人への投資」の抜本強化です。

人的投資が、企業の持続的な価値創造の基盤であるという点について、株主と共通の理解を作っていく
ため、今年中に非財務情報の開示ルールを策定します。

あわせて、四半期開示の見直しを行います。

（中間層の維持）

第三に、未来を担う次世代の「中間層の維持」です。

世帯所得の向上を考えるとき、男女の賃金格差も大きなテーマです。

この問題の是正に向け、企業の開示ルールを見直します。

第二百八回国会における
内閣総理大臣施政方針演説（2022年1月17日）

Ⅱ
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（注）訳は大和総研
（出所） Aaron Bernstein and Larry Beeferman “The Materiality of Human Capital to Corporate Financial Performance” （Table1:Human Capital Studies）（April 2015）Investor Responsibility Research Center 

Institute, Harvard Law School,Labor and Worklife Program及び大和総研「人的資本開示に求められる２つの視点（2022年2月25日）」より金融庁作成

人的資本と財務的なパフォーマンスの関係

 研修や人事政策について、財務的なパフォーマンスとポジティブな関係があるとの論文が多くみられる

• 人的資本への投資の結果について、財務的なパフォーマンス指標（※）を用いて評価した論文92件（具体的には、
研修に関する研究が36件、人事政策に関する研究が56件）を分析。
※総株主総利回り、総資産利益率（ROA）、投資収益率（ROI）、収益性及びトービンのq等。但し、生産性
（productivity）を除く。

分析
手法

分析
結果

• 財務的なパフォーマンスとポジティブな関係があるとしたのは、92件の論文中、67件（約73％）。一方、
ネガティブな関係があるとしたのは1件。

財務的なパフォーマンスに与える影響

ポジティブ 混合 影響確認できず ネガティブ

研修 22 8 5 1

人事政策 45 9 2 0

合計 67 17 7 1

人事政策や研修が財務的なパフォーマンスに与える影響を分析した既存研究の結論

Ⅱ
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（参考）分析対象企業は、全上場企業のうち、東証33 業種の「化学」に属する売上高500億円以上の企業100社
（出所）松田千恵子（2020）．「ボード・ダイバーシティは投資意思決定に影響を与えるか？」、異文化経営研究17号、P63-78

ダイバーシティと業績・株価評価の関係

 取締役・執行役員の社内女性割合は、企業業績、株式評価ともに正の有意性を示すとの分析結果がある

• ボード・ダイバーシティの各要素（一期前）及び売上高（当期）の自然対数を説明変数とし、財務数値であるROA

（企業業績）、トービンのQ（株式評価）を被説明変数として重回帰分析を行う
分析
手法 （被説明変数がROAの場合）

ボードダイバーシティの各要素

財務数値

分析
結果

• 取締役・執行役員に占める社内女性役員の割合は、
企業業績、株式評価ともに正の有意性を示している

Ⅱ
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（出所）内閣府男女共同参画局「ESG投資における女性活躍情報の活用状況に関する調査研究」より金融庁作成

機関投資家が評価する女性活躍情報

 機関投資家の投資判断において、女性活躍に関する情報が活用されている

23.5

6.7

10.9

13.4

16.0 

24.4

68.9

0 20 40 60 80

無回答

その他

投資戦略上重視しているため

アセットオーナー（顧客）の

ニーズが増大しているため

社会貢献のため

議決権行使において判断の参考

とするため

企業の業績に長期的には

影響がある情報と考えるため

投資判断や業務において
女性活躍情報を活用する理由

内閣府「ESG投資における女性活躍情報の活用状況に関する調査研究
アンケート調査」より

（%）

（n＝119）

（複数回答）

0.0 

61.0 

61.0 

48.8 

58.5 

65.9 
85.4 

69.5 

0 20 40 60 80 100

無回答

組織の活性化が果たされるから

コーポレートガバナンスの

改善が期待できるから

企業の評価が高まり、収益機会が

増すと判断できるから

働き方改革が促進され企業の

効率性向上が期待できるから

新しい商品・サービスの

開発が期待できるから

ダイバーシティの確保がイノベーションに

繋がることなどが期待できるから

人材獲得に良い影響が

あると判断できるから

女性活躍情報を企業の業績に
影響がある情報と考える理由

内閣府「ESG投資における女性活躍情報の活用状況に関する調査研究 アンケート調査」より
（注）アンケート回答者のうち、女性活躍情報を活用する理由について
「企業の業績に長期的には影響がある情報と考えるため」と回答した82名を対象としている

（複数回答）

（%）

（n＝82）
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（出所）味の素統合報告書、日本ユニシス統合報告書を基に金融庁作成

日本企業の人的資本に関する任意開示の進展

 日本企業の創意工夫により人的資本/投資に関する開示が大きく進展し、好開示が積み上がっている

「
人
的
資
本/

投
資
」と
「
生
産
性
」を
結
び
つ
け
た
開
示
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（出所）内閣官房「非財務情報可視化研究会」第1回（2022年2月1日）議事要旨より金融庁作成

［参考］人的資本に関する開示に関する意見

 人的資本への投資の重要性が指摘されているが、インプットのみを充実すればよいわけでは
なく、投資家はアウトカムを求めている。アウトカムを生み出す仕組みとそれに必要なインプット
がわかるように説明することが重要

 非財務情報のインプット、アウトプット、アウトカムのストーリー活用について、IIRCのフレーム

ワークを参考している。特に、オクトパスモデルを使った開示は、投資家から大変高く評価され
ている

 人的資本の開示においては、重要なことが2つある。1つ目は、人的資本の状態を示すもの。2

つ目は経営の意思でどのように人的資本を育てようとしているかである

 開示にあたっては、企業において中長期的な企業価値に影響を及ぼす重要な内容が開示され
ることが重要であり、企業自身が適する開示項目を選択することも考えられる。また、投資家の
理解向上の観点から、ストーリーで説明し、進捗をKPIを用いて説明することが必要

 人的資本の指標については、法制や環境の違いから、国により重要性が異なる場合がある。
米国ではエグゼクティブレベルのリーダーシップデベロップメント、タレントデベロップメント、報
酬が重要だが、日本では、人材育成、衛生・安全・健康、従業員エンゲージメント、ダイバーシ
ティ、DX人材の確保、といったものが候補になりうる

 給料を年齢、男女、職種などで分類して、開示することが考えられないか。年齢と給与の相関、
給与の男女差、給与水準などを投資する際の考慮事項とすることが考えられる

インプットと
アウトカム
の関連

指標
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（注1）「（区）」と表示されている項目は、雇用管理区分ごとに、「（派）」と表示されている項目は派遣労働者も含めて把握することが求められている。2022年4月1日から、一般事業主行動計画の策定・届出や女性活躍に関
する情報公表の義務の対象が、常時雇用する労働者数101人以上の事業主まで拡大される。（300人以下の事業主は現在努力義務）
（注2）2020年10月22日時点で女性の活躍推進企業データベース（厚生労働省）に公表されていたデータをもとに、金融庁作成
（注3）「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則の一部を改正する省令案について（概要）」（2021年9月21日）

女
性
活
躍
推
進
法

①女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供 ②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

• 採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）
• 男女別の採用における競争倍率（区）
• 労働者に占める女性労働者の割合（区）（派）
• 係長級にある者に占める女性労働者の割合
• 管理職に占める女性労働者の割合
• 役員に占める女性の割合
• 男女別の職種又は雇用形態の転換実績（区）（派）
• 男女別の再雇用又は中途採用の実績

• 男女の平均継続勤務年数の差異
• 10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別
の継続雇用割合

• 男女別の育児休業取得率（区）
• 労働者の一月当たりの平均残業時間
• 雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残業時間（区）（派）
• 有給休暇取得率
• 雇用管理区分ごとの有給休暇取得率（区）

多様性確保の開示に関する動向（女性活躍推進法、育児・介護休業法）

目標設定（数値）の公表 実態（数値）の公表

78% 91%

目標設定（数値）の公表 実態（数値）の公表

男性：23% 女性： 4% 男性：74% 女性：74%

 常時雇用する労働者数301人以上の事業主は、女性活躍に関する行動計画を策定し労働者に周知・外部に公表す
るとともに、女性の職業生活における活躍に関する情報を以下の①と②の区分から各1項目以上選択して2項目以
上公表（注1）

育
児
・介
護
休
業
法

女性管理職比率に関する開示 育児休業取得率に関する開示

 令和3年6月改正の育児・介護休業法により、従業員1,000人超の企業を対象に、育児休業取得の状況の公表が義
務付け（令和5年4月1日施行予定）

 具体的な公表内容を規定する省令案の概要では、①男性の育児休業等の取得率、又は、②男性に占める［育児休
業等取得者＋育児目的休暇取得者］の割合をインターネット等で公表することを求めることとしている（注3）

開
示
項
目

開
示
状
況

女性の活躍推進
企業データベース
（厚生労働省）に
よるTOPIX100社
の状況（注2）

 女性活躍推進法、育児・介護休業法により、一定の項目の公表を義務付け

- 26 -
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（出所）A社有価証券報告書を参考に金融庁作成（1999年3月期・2000年3月期）

有価証券報告書における男女別給与の開示に関する経緯

改正前（1999年3月期）

開
示
例

改正後（2000年3月期）

（注）
1．平均給与月額は基準外賃金を含み、賞与は含まない。
2．当期中の平均臨時従業員数はX, XXX人である。
3．当会社はXX歳定年退職制度を採用している。

（1）連結会社の状況

従 業 員 数 平 均 年 齢 平均勤続年数 平均年間給与

XX, XXX人 XX. X歳 XX. X年 X, XXX, XXX円

（2）提出会社の状況

（注）
1．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。
2．当事業年度中に、従業員数がX, XXX人減少したが、これは主として○○事業の
○○部門及び○○事業の○○並びに定年退職等の自然減によるものである。

区 分 男 女 計

従 業 員 数 XX, XXX人 X, XXX XXX,XXX

平均給与月額 XXX, XXX円 XXX, XXX XXX, XXX

平均勤続年数 XX. X年 XX. X XX. X

平 均 年 齢 XX. X歳 XX. X XX. X

9．従業員の状況 5．従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数

情 報 XXX,XXX 人

家 庭 電 器 XX, XXX

イ ン フ ラ シ ス テ ム XX, XXX

輸 送 機 器 XX, XXX

サ ー ビ ス 他 XX, XXX

全 社 （ 共 通 ） X, XXX

合 計 XXX,XXX

（1）従業員数、給与等

経
緯

 本改正は、提出会社のみを対象とした「単体情報」から、提出会社のグループ全体を対象とする「連結情報」中心
に転換する中で、投資情報としての有用性が相対的に低下した「単体情報」について、可能な範囲内で簡素化の
措置を講じたもの。

- 27 -

 有価証券報告書における男女別給与の開示は、省令改正により1999年3月期までで廃止
（※別途、厚生労働省において、女性活躍推進法に基づく、男女間賃金格差そのものの開示を充実する制度の見直しについて検討中）
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- 28 -（出典）内閣官房 「非財務情報可視化研究会」第1回（2022年2月1日）資料3：基礎資料を基に金融庁作成

国際的な非財務情報開示の枠組み（人的資本等）

 人的資本は、国際的な任意の非財務情報開示の枠組みの中に含まれている他、欧米でも制度開示の中に
含まれている

組織名称 概要 想定利用者

IIRC

IIRCフレームワーク
• 人的資本を6つの資本（財務資本、製造資本、知的資本、人的資本、社会・関係資本、自然資本）のうちの一つと位置
付け、企業の価値創造の源泉及びそのアウトカムの一つであることをフレームワークとして図示。具体的な開示項目
の指定はない。

投資家

SASB

SASBスタンダード（※2019年から人的資本に関するプロジェクトを実施）
• 77の業種毎に具体的な開示項目・指標を設定。
• 業種ごとに「労働慣行」「従業員の安全衛生」「従業員参画・ダイバーシティと包摂性」の3観点から、各業種の重要事
項について具体的な質問・評価基準を提示。

投資家

GRI

GRIスタンダード
• 人的資源に関しては、雇用、労使関係など、15の領域に関する開示事項を提示。
• 全ての項目・指標の開示を求めるものではなく、各報告組織が重要と判断したものについて開示を求める。

従業員、株主、
サプライヤー、

地域コミュニティ、
NGO 等

WEF

ステークホルダー資本主義測定指標

• 人的資本に関しては企業の公平性と従業員の待遇を反映するため多様性、賃金格差、安全衛生などの指標開示が
推奨される。

• その他、自社の事業やステークホルダーにとって重要であると判断されるものについては柔軟に開示することを推奨。

従業員、株主、
サプライヤー、

地域コミュニティ、
NGO 等

ISO
ISO30414

• コンプライアンス・ダイバーシティ・スキルと能力等、人材に関して11項目の開示すべき項目を設定。
投資家
求職者

欧州
委員会
（EC）

非財務情報開示指令（※2021年4月に改正案を提示）
• 人的資本に関しては「社会・従業員」の項目で性差別廃止と機会均等、労働安全衛生等についての開示が推奨される。
• 開示にあたっては法的拘束力のないガイドラインがあるほか、SASBやGRI等の既存の基準を活用することも可能。

投資家、NGO、

労働者・雇用主、
その他ステーク
ホルダー

米国証券
取引委員
会（SEC）

Regulation S-K

• 従業員の数の開示は必須。事業を理解する上で、人的資本に関して更に具体的な情報が重要である場合は、フルタ
イム・パートタイム・季節・臨時労働者の数、そして離職率の情報等も開示が必要。

投資家

任
意

制
度
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ISO30414 「Human resource management — Guidelines for internal and external human capital reporting」

（出所）経済産業省「第1回持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会」（2020年1月17日）事務局資料より金融庁作成

人的資本開示に関する動向①（ISO30414）

 2019年1月、ISOがHuman Resource Managementに関して、社内で議論すべき/社外へ公開すべき指標
をガイドラインとして整理

 指標については、比較を可能とするために、定量的なデータをもって説明することが求められている
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• コンプライアンスと倫理

• コスト

• ダイバーシティ

• リーダーシップ

• 企業文化

• 労働安全衛生、安全

• ウェルビーイング

• 生産性

• 採用、異動、離職

• スキルと能力

• サクセッションプラン

• 労働力

11の領域 社内で議論すべき/社外へ公開すべき指標の例
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（出所）米国会社A社 Annual report(10-K)

人的資本開示に関する動向②（米国SECの規則改正）

 米国SECは、2020年8月、非財務情報に関する規則を改正し、新たに人的資本についての開示を義務付け
ることを公表し、2020年11月から適用

 改正規則においては、事業を理解する上で重要（material）な範囲で、人的資本・人的資源についての開示を求めて
おり、プリンシプル・ベースのアプローチを採用している

 証券取引委員会（SEC）は、人的資本の管理に係る開示に含まれる指標や目的が、時間の経過や企業の事業展開
地域、基本的な事業戦略等により大きく変化する可能性があることを踏まえ、詳細な規定は盛り込まないとした

 改正規則における人的資本の開示に関する内容は以下のとおり

• 事業の説明（Description of the business）箇所において、事業を理解する上で重要（material）な範囲で、会
社の人的資本（human capital resources）についての開示が求められる

• 当該人的資本・人的資源には、①人的資本についての説明（従業員の人数を含む）、②会社が事業を運営す
る上で重視する人的資本の取組みや目標（例えば、当該会社の事業や労働力の性質に応じて、人材の開発、
誘致、維持に対応するための取組みや目的など）を含む

人的資本に関する概要や
目標、従業員の人数に加え、
従業員の内訳や、人材を育
成・維持等するための主要
なプログラムの内容を開示
する例がある

改正の概要
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（資料）Intelligize, INC. “Human Capital Disclosure Report: Learning on the Job”（2021）より、経済産業省作成
（出所）経済産業省「第3回非財務情報の開示指針研究会」事務局資料

人的資本開示に関する動向③（米国SECの規則改正）

 米国SECの規則改正後、企業で人的資本に関する開示が行われている

 ある調査では、Regulation S-Kの改正後、2020年11月~2021年3月に提出されたForm 10-K（S&P 500に含まれる427

社）を確認した結果、Safety（労働安全）、Health（健康）、Diversity and Inclusion（多様性と包摂性）等のカテゴリーをもう
け、人的資本に関する開示を実施していると分析。

 また、半数以上の企業が改正で例示された項目（人材の育成、確保、維持に対処する施策又は目的）を開示していると分
析。

 一方で、具体的な開示項目が規定されていないことから、開示内容に紐付く指標の開示については判断が分かれている
と分析。

Safety 424社 • COVID-19について個別に項目立てしている会社：62社

Health 424社 • Safetyと併せて説明している会社：123社

Compensation 425社 • 人種・性別・民族毎の賃金を開示している会社：16社（※）

Diversity and Inclusion 424社 • 人種・性別・その他特性毎の労働者の内訳を開示している会社：16社（※）

Culture 382社 • 従業員エンゲージメント調査にサーベイを開示している会社：200社弱

（※）これらの指標は、雇用機会均等委員会が企業に報告を義務付けている、従業員の人種構成等を報告するレポート（EEO-1）に含まれている。なお、2020年度は
COVID-19の影響から提出期限の延期を公表している

項目名 開示企業数 補足
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（出所）Financial Reporting Council LAB “Workforce-related corporate reporting Where to next?”（2021年1月）

人的資本開示に関する動向④（英国FRC報告書）

 2020年1月、英国財務報告評議会（FRC）は従業員の開示に関する報告書を公表し、従業員の開示に対す
る投資家のニーズ、及び当該ニーズを満たすために企業に期待される開示内容を開示例も用いて解説

 解説は、TCFDの4つの柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に概ね沿って説明されている

ガバナンスと経営

 取締役会による従業員
関連事項の監督、及び
従業員にどう関与してい
るか

 従業員に関する課題の
検討や管理における経
営者の役割

 取締役会による従業員
関連事項の検討が、戦
略的意思決定にどう影
響を与えるか

従業員に関する開示の内容

ビジネスモデルと戦略

 企業が考える従業員の範
囲（全従業員数、従業員の
構成（サプライチェーンにお
ける雇用構成（直接／契約
／それ以外））を含む）

 企業が戦略的資産として従
業員に投資しているかどう
か、及び当てはまる場合は
どう投資するか

 従業員がどう組織の価値を
生み出すか、及び当該価値
を高める機会があるか

 従業員モデルがビジネスモ
デルをどう支援しているか

 組織が特定した従業員に
関連するリスクと機会が、
会社のビジネス、戦略、財
務計画にどう影響するか

リスク管理

 従業員に関連するリスク
と機会を特定、評価、管
理するための組織のプ
ロセス

 企業にとって最も関連性
の高い、従業員に関連
するリスクと機会

 ビジネスのどこにリスク
と機会が存在し、それら
がどう管理されているか

指標と目標

 従業員の理解に最も関連す
る指標（指標の特定方法を
含む）

 価値提供のために企業が従
業員をどう動機付けしている
か（従業員に関連する課題
とパフォーマンスの管理に使
用される目標を含む）

 経営トップがどのように望ま
しい文化を推進しているか
（従業員による積極的参加
がどう達成されたかを含む）

 従業員雇用人数、定着率/離
職率（予定したもの・望まれ
ないものの両方）、労働環境
に適用される価値、労働文
化のモニター指標を含む）

 報酬その他利益の説明、及
び研修・能力開発、昇進に
関する統計の開示
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（注１）上場企業では、男女いずれかの取締役(administrateurs)の割合が、全取締役の40%を下回ってはならないとされており、これに反する取締役の任命は無効となる（商法）
（注２）フランスの「職業人生選択の自由のための法律」において公表が求められている「男女の賃金格差の指標とその是正措置」（次頁参照）について、フランスの商法では、毎年、取締役会において男女の賃金格差の是

正について審議することを求めている（同法L225-37-1）
（出典）各国の法令

多様性確保に関する開示（英・仏・独・米の制度）

 欧米では、法令において、多様性の開示が求められている

取締役

性別構成
【会社法、上場企業等対象、戦略
報告書に記載】

多様性（性別、年齢、学歴、職歴）
の方針（適用しない場合はその理
由）、同方針の目標・実施方法とそ
の結果
【FCAの開示透明性規則、大規模

上場企業等対象、取締役報告書に
記載】

 多様性（性別、年齢、資格、職
歴等）の方針（適用しない場合
はその理由） ・同方針の目標・
実施方法とその結果

 【商法、特定の上場企業対象、
CG報告書に記載】（注1）

従業員
一般

性別構成
【会社法、上場企業等対象、戦略
報告書に記載】

従業員のジェンダーの多様性

【戦略報告書ガイダンス、従業員
500名超の上場企業等・銀行・保
険会社対象、戦略報告書に記載】

 性別構成

 男女平等のための措置

【商法、特定の上場企業と非上
場企業対象、非財務報告書に
記載】（注２）

管理職

【シニアマネージャー】
性別構成

【会社法、上場企業等対象、戦略
報告書に記載】

－

 多様性（性別、年齢、学歴、職歴）の方針
（適用しない場合はその理由）、同方針の
目標・実施方法とその結果 【商法、従業
員250人超の上場企業等対象、CG報告書
に記載】

 自社が定めた女性比率目標の達成状況、
未達の場合はその理由 【株式会社法、従
業員500人超の上場企業等対象、CG報告
書に記載】

 監査役会について、会社法が求める女性
比率30％の達成状況、未達の場合はそ
の理由 【商法、従業員2,000人超の上場
企業等対象、CG報告書に記載】（注1）

 男女平等を確保するために講じられる措
置

 【商法、従業員250人超の上場企業等対
象、非財務報告書に記載】

【執行役より1段及び2段下の管理職】
 自社が定めた女性比率目標の達成状況
と未達の場合の理由

 【株式会社法、従業員500人超の上場企
業等対象、CG報告書に記載】

 事業を理解
する上で重
要な範囲で、
①人的資本
の説明（従
業員の人数
等）、②事業
を運営する
上で重視す
る人的資本
の取組みや
目標等を開
示
【SEC規則、
上場企業対
象、年次報
告書に記
載】

英国 ドイツフランス 米国
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（出典）独立行政法人・労働政策研究・研修機構「諸外国における女性活躍・雇用均等にかかる情報公開等について─フランス、ドイツ、イギリス、カナダ─」（2019）。JETROウェブページ

［参考］証券法以外の規律による男女別賃金に関する開示（英・仏・独の制度）

英国 ドイツ

対象 従業員が250人を超える企業等  従業員50人以上の企業

公表
方法

自社ウェブサイト及び政府指定
サイトにおいて公表

 自社ウェブサイトにおいて
公表

公表
内容

男女間の給与差の詳細
 時間あたり賃金や賞与に関
する格差（平均値・中央値）

 賞与の対象となる男女別の
従業員比率

 全従業員を賃金水準により
四階層に分けた時の各階層
の男女比

 男女の賃金格差に関する指
標とそれを解消するために
実施する措置

 従業員が500人以上の企業

 状況報告書（会社法上の書類）
に添付して公表

 男女平等および同一賃金の現
状に関する報告書を作成
 男女平等を促進する措置とそ
の効果、男女同一賃金の実
現に向けた取組み

 労働者の総数（平均）、フルタ
イム・パートタイムの労働者
数（平均）を、男女別に報告

フランス EU

 従業員250人以上
の企業

平等法（2017年～）
職業人生選択の自由のための

法律（2018年～）
賃金透明化促進法
（2017年～）

賃金透明化指令案
（2021年３月公表）

 企業内の男女の
労働者間の賃金
格差、賃金水準ご
との男女比率

 自社ウェブサイト
において公表

- 34 -
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諸外国の人的資本・多様性の開示の状況（米国）
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米国の事例①
（ディズニー）

米国の事例②
（Intel）

バーチャル研修への移行、管理者層への新たな研
修導入、 OJT の説明等の詳細を説明

2020年度 Annual  report

2020年度 Corporate Responsibility Report

人的資本に関する概要や目標、従業員の人
数に加え、従業員の内訳や、人材を育成・維
持等するための主要なプログラムの内容を開
示する例がある

2020年度 Annual  Report 

Ⅱ

研修機会に関するエンゲージメン
ト調査の結果・研修受講者数・研
修時間の統計データの開示



諸外国の人的資本・多様性の開示の状況（英国、フランス）
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英国の事例
（マークスアンドスペンサー）

フランスの事例
（LVMH）

総従業員や取締役に占める女性の比率
に加えて、女性管理職比率を開示

2020年度 Annual  Report 2020年度 Social and Environmental 
Responsibility Report
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諸外国の男女別賃金の開示の状況（英国、フランス）

- 37 -

英国の事例
（マークスアンドスペンサー）

フランスの事例
（ LVMH）

賃金における男女間の平等性も考慮した、
Gender Equality Indexを開示

男女の賃金格差を様々な計数を用いて開示

Gender Pay Gap Figures  2020/2021 2020年度 Social and Environmental Responsibility Report
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第3回ディスクロージャーWGにおける意見①（人的資本・多様性関係）

 有価証券報告書で人的資本や多様性の開示を充実させるべき。

 人的資本に関する開示は、経営者目線だけでなく従業員の意識も反映されていることが重要。

 日本、諸外国の対応状況を踏まえても、サステナビリティ課題のうち、人的資本は事業の持
続可能性、企業価値の観点からも最重要課題であり、全上場企業に必要で、投資家にとって
も重要。

 例えば1人当たりの人件費は、労働生産性と労働分配率に分解可能であり、こうした開示を
促すのも１つの考え方。

 各社固有の業種や業態、事業戦略等に関連性を持つ人的資本のデータが開示されるべき。
人的資本のデータは戦略ストーリーに適したものをKPIとして位置付け、これに関するデータ
を入れるべき。

 人的資本等を資本と捉えることで、費用が投資になって資産として捉えることができる。これ
により、投資成果を、時間軸を加味して見ることができるというメリットがあるが、財務数値化
する場合、定義を明確化する必要。

 IFRS適用企業は、連結での人件費の開示が行われており、グローバルな比較可能性が確保

されているのに対して、日本基準適用企業の人件費の開示は、国内でもグローバルでも比較
可能性が確保されていないことが問題。

 人的資本に関する開示は、特に海外投資家には、各企業が定性的に説明しないと、数字だ
けでは誤解されてしまうおそれ。

全般

人的資本
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第3回ディスクロージャーWGにおける意見②（人的資本・多様性関係）

 女性活躍や多様性に関する開示について、単に女性管理職比率を開示するだけでは、投資
家から評価を得ることは難しい。こうした比率を開示するとともに、改善に向けて取り組む方向
性、方針、取り組む理由、そして、目標設定等が開示されている場合、その理由の説明も開示
されていると有用。

 日本は少子高齢化が進んでおり、女性活躍の重要性は、企業、投資家も一段と認識が進ん
でいる。

 労働法分野はソフトローも多数あるが、例えばソフトローへの対応方針や具体的取組み、従
業員に対する動機づけ、スキルや能力の発展のための取組みは、サステナビリティの「記載
欄」において、各企業共通して記載することが比較可能性を高めるという観点からも望ましい。

 気候変動や人権はサステナビリティの「記載欄」で完結できる。一方、人的投資や知的財産、
多様性は、例えば【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】や【事業等のリスク】などへ
記載する方がストーリー性を保つ観点で相応しい場合もある。

 知的財産や人的資本の戦略については、重要性の高い場合はセグメント別の記載を推奨し、
好事例集等の作成を通じて良質な実務を醸成していくことが望ましい。

 サプライチェーンの人権、児童労働、強制労働の開示も検討すべき。

多様性

その他

Ⅱ



目次

I. サステナビリティ開示全般・気候変動に関する開示

II. 人的資本・多様性等に関する開示

III. ご議論いただきたい事項
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ご議論いただきたい事項①Ⅲ

 サステナビリティ情報については、昨年11月に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）

の設置が公表され、気候変動に関する開示基準が市中協議を経て本年中に最終化予定

であるほか、それ以外の基準開発が進められる見込み。

国内においても、サステナビリティ分野における幅広い有識者を集めたサステナビリティ

基準委員会（SSBJ）が始動。既に設立準備委員会が、4回にわたって開催され、全般的

な開示事項プロトタイプや気候関連開示プロトタイプ等に関する検討が進められている。

 我が国におけるサステナビリティ開示の検討に当たっては、

（ⅰ）国内外からの投資を呼び込み、国際的な比較可能性を確保するとともに、

（ⅱ）我が国の事情、国内企業の取組み、投資家の声などを十分に踏まえ、

（ⅲ）併せて（ⅱ）に関する企業や投資家の声を集約し、国際的な働きかけを進める

ことが求められると考えられる。

- 41 -

サステナビリティ
開示全般・
気候変動



ご議論いただきたい事項②

 具体的には、これまでの本WGの議論を踏まえ、以下の取組みを並行して進めていくこと

についてどう考えるか。

• 有価証券報告書に「記載欄」を設け、当初の開示項目として、「ガバナンス」と「リスク

管理」は全ての企業が開示し、「戦略」と「指標と目標」は各企業が重要性を判断して

開示する（注1）

（注1）具体的には、様々なサステナビリティ要素があるところ、

 企業は自社にとっての重要性のあるサステナビリティ項目について、「サステナビリティ情
報の記載欄」に記載すること

 「サステナビリティ情報の記載欄」では、投資家の投資判断に必要な情報を開示しながら、
詳細情報については任意開示書類を参照可能とすること

が考えられる

• 併せて、任意開示等において、気候変動関連の開示の質と量の充実を促す（注2）

（注2）プライム上場企業については、コーポレートガバナンス・コードにおいて、TCFDまたはそれと
同等の国際的枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべきとされている（補充原則③-1）

• 日本におけるSSBJにおいて、国内の開示実務や投資家の期待を集約しつつ、ISSB

等への意見発信を進める。
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サステナビリティ
開示全般・
気候変動
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ご議論いただきたい事項③

• その上で、SSBJにおいて、

 今後のISSBにおけるサステナビリティ基準の策定動向を踏まえつつ、日本におけ

る開示の個別項目について、実務面も含めた検討を進める。

• 本WGにおいて、

 このSSBJの検討成果を踏まえ、改めてサステナビリティ開示の個別項目の取扱いを

議論するとともに、基準設定におけるSSBJの役割の明確化に向けた検討を進める。

 中期的な課題として、サステナビリティ開示における保証の在り方に関する検討を

進める。
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サステナビリティ
開示全般・
気候変動

人的資本・
多様性等

 「人的資本・多様性」に関しては、これまでのWGの会合等における「企業価値判断にお

ける重要性が特に増している」との指摘などを踏まえ、ISSBの基準策定作業を先取りし、

以下の取組みを進めることについてどう考えるか。

• 中長期的な企業価値向上における人材戦略の重要性を踏まえた「人材育成方針」

（多様性の確保を含む）や「社内環境整備方針」の開示を求めること

• それぞれの会社の事情に応じ、上記の「方針」と整合的で測定可能な指標（インプット

/アウトカム（注3））の設定、その目標及び進捗状況の開示を求めること

（注3）「指標」については、例示としつつ、別途SSBJの検討に委ねることが考えられる
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ご議論いただきたい事項④
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• 企業の多様性確保に係る指標として、女性管理職比率、育児休業取得率、男女間賃

金格差（注4）等、中長期的な企業価値判断に必要な項目の開示（注5）

また、この場合、企業負担等の観点から、他の法律の定義・枠組みに従って開示す

ること

（注4）別途、厚生労働省において、女性活躍推進法に基づく、男女間賃金格差そのものの開示

を充実する制度の見直しについて検討中

（注5）これらの開示については、単体ベースを基本としつつ、持株会社の場合は主要な子会社

に関する情報の開示を求めることが考えられる

人的資本・
多様性等

Ⅲ

 気候変動以外の項目を含め、サステナビリティ情報の開示に関しては、我が国としての

意見集約を行い、SSBJを中心として、国際的な意見発信やISSBにおける基準策定への

働きかけを積極的に行っていくことが求められる。特に、アジア・オセアニアオフィスがア

ジア拠点として機能することが期待されているが、そうした取り組みを進めるにあたって、

どのような点に特に配意すべきと考えられるか。



ご議論いただきたい事項⑤
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その他

 提出日現在において、将来情報の記述の前提等について、一般に合理的と考えられる

範囲で具体的な説明がされていた場合、提出後に事情が変化したことをもって虚偽記載

の責任が問われるものではないと考えられることについて、実務への浸透を図るとともに、

更なる明確化を検討してはどうか。

 サステナビリティ情報に対する保証については、その前提となる開示基準の策定や国内

外の動向を踏まえた上で、中期的な課題として検討することとしてはどうか。

 気候変動開示等のサステナビリティ情報について、今後、日本における開示を円滑に進

める観点から、ロードマップを示すことについて、どう考えるか。

 上記の他、検討すべき事項はあるか。
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ご議論いただきたい事項（概観）

 有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方、取組み」と「従業員の状況」に以下の事項を記載

気候変動

人的資本

多様性

サステナビリティ
共通

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

サステナビリティに関する考え方、取組み［新設］

・ 女性管理職比率 ・男性育休取得率 ・男女間賃金格差

必要に応じて
定量情報を

定性情報で補足

追加

従業員の状況
必要に応じて
相互参照

戦略に関する事項

各企業が重要性
を踏まえ、開示を判断

リスク管理に関する事項

（開示）

指標・目標に関する事項

各企業が重要性
を踏まえ、開示を判断

ガバナンスに関する事項

（開示）

人材育成方針
社内環境整備方針

測定可能な指標
（インプット/アウトカム）
目標及び進捗状況

全企業全企業

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の枠で開示

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の枠で開示

ISSB基準を踏まえ、SSBJで開示の個別項目を検討

＋ ＋

全企業 全企業

現在の記載事項
（従業員数、平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与）
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